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要旨　 開示消極説 の論拠 には、以 下の問題点があ る。第一 に、指導要録 ・調査書 が児童生徒 の教育 を受 ける
機会につなが る文書で あるという視点 が乏 しい。第二 に、教員が専 門性 に基 づいて評価の形成 ・記載 を行 っ
ているのに、開示を前提 にす るとそれがで きな くなるという脆弱 さを含 んでいる。第三 に、教 育専 門性 に基づ
けば評価行為 と指導行為 は一体 的な営 みであ るのに、児童生徒の改善点 ・課題 を本人 ・保護者 にフィー ドバ ッ
クす ることな くあ りの ままに記 載す ることには躊 躇がない とい う矛盾 を孕 んでいる。 したがって、教育委員会
の側 が不開示 を主張す る際 には、指導 要録 ・調査 書の機能や教育評価 の性 質 を踏 まえ、その評価 を開示 しな
いことが適切な指導や公正 な入試 を受 ける機会の保 障につ なが るという形で論拠 を挙げる必要が ある。
開示積 極説の論拠 に も、以下 の問題 点があ る。第一 に、児童生徒が 開示 を望んでい ることを理由 に、開示
に より児童 生徒 の心身 に影響 を与 えるおそれが考慮 され てい ない。第二 に、評価 の ような主観 的な作 用の伴
う記載内容 について も証拠 ・資料 によってその正確 さが証明できると考えてお り、 また客 観的な事実 の記載や
数値 に よる記載 もその正確 さを説 明す るのが容 易であ ると考 えて いる。 したが つて、個人情報保 護条例 に基
づ いて指 導要録 ・調査書の記載 内容 をその まま児童生徒 ・保護者 に開示す る とい う方 法では、教 育 を受 ける
機会 の保障 につなが らない可能性があ ることに留意すべ きである。
キーワー ド:指 導要録、調査書、評価、開示 、個人情報保護条例
は じめ に
・1990年 代 前 半 か ら、 全 国 の 自治 体 で 個 人 情 報 保 護 条 例 に基 づ い て 児 童 生 徒 の 指 導 要 録 や調 査
書 の 開示 請 求 が な され 、 多 くの個 人 情 報 保 護 審 査 会 が全 部 開 示 す べ き旨 を答 申 した1。 また 、 学
説 で は 開示 消 極 説2と 開示 積 極 説3が 激 し く対 立 した。 さ らに 、 裁 判 例 で は、 大 阪 高 等 裁 判 所 が
1教 育情報開示弁護団二教育情報の開示 を求める市民の会 『内申書 ・指導要録の開示に関する審査会答申集(増 補版)』
(1996年)、兼子仁二藤原淳一郎=藤 原静雄雪野村武司編 『情報公開等審査会答申事例集』(ぎょうせい、1998年)を参照。
2下 村哲夫 「教育情報自己開示請求」堀部政男編 『情報公開 ・個人情報保護』ジュリス ト増刊(1994年)257頁 、平松
毅 「「内申書」及び 「指導要録」開示の判断基準 ・再論」法と政治45巻4号(1994年)47頁 、内野正幸 「教育情報の
開示」井出嘉憲=兼 子仁=右 崎正博=多 賀谷一照編 『講座 ・情報公開』(ぎょうせい、1998年)455頁 など。










開示積極説 と開示消極説の論拠をいくつかに分類5し てそれ らの妥当性を検討する。その際、以
下の点に留意する。第一に、『指導要録 ・調査書は教員によって作成され利用される文書であ り、
児童生徒 ・保護者によって利用される文書ではないということである。第二に、教員による評価






3竹 中勲 「調査書(内 申書〉の本 人開示請求権」産大法学25巻2号(1991年)25頁 、市川須美子 「教育 自己情報 開示 請求」
堀 部編 ・前掲注2254頁 、安達和志 「学校情報 の開示 と生徒 の個 人情報権 」日本教育法学会年報24号(有 斐 閣、1995年)
134頁 な ど。
4内 野正幸は、「開示 請求権 に関す るルール作 りは、何 よりも教育政 策論的見地か ら行われるべ き」であ り、「パ ターナ
リズムその他の見地か らす る慎 重な留保(例 外)を 設 けた上で、原則的 開示の姿勢で検討 されるべ き」 である と述べ
る(前 掲注2446頁)。 中嶋哲 彦は、「個人情報保護条例 ルー トに よって当事者開示が実現 した として も、教育関係者
の納得を基礎 にした自主 的な当事者開示で なければ、子 ども ・青年 を含 めた関係者に とって幸運 とは言えないか もし
れない」 と述べ る(『 生徒個人情報への権利に関する研 究』(風 間書房、2000年)340頁)。
5開 示積極説 と開示消極説 の論拠 の分類 に当た り、中谷実 「指導要録 ・内申書 開示 をめ ぐる司法消極主義 と積極主義(一)」














達成する手段 として、条例では、個人情報を取 り扱 う機関に対 して情報の収集 ・利用 ・提供を制
限するとともに、住民個人は自己情報の開示請求権7、 訂正 ・削除請求権、利用中止請求権など




























開示 に よっ て 指 導 や 選 抜 に与 え る影 響 な どが 判 断 基 準 に な る11。 な お 、 「本 人 に 知 らせ る こ とが
正 当 と認 め られ な い もの 」 の規 定 と同様 に、 文 書 の性 質 だ け で な く、 各 項 目の記 載 内 容 の 性 質 、
児 童 生 徒 の発 達 段 階 や 在 学 関係 を慎 重 に検 討 す べ きで あ る。 ま た、 こ の規 定 に は ,「評 価 、 診 断 、
判 定 等 に関 す る情 報 」 の 文 言 の な い場 合 が多 い が 、 文 言 の あ る場 合 と比 べ て解 釈 に差 をつ け る必
要 は ない と思 わ れ る。
(4)不 開示 事 由該 当性 の判 断
以 上 の解 釈 に従 い 、次 の手 順 で判 断 を進 め るべ きで あ る。 事 実 の記 載 につ い て は、 不 開示 事 由
に該 当 しな い と判 断す べ きで あ る。 ま た、 す で に知 ら され て い る情 報 につ い て も同様 で あ る。 知
ら され て い な い情 報 や 表 記 の異 な る情 報 で あ れ ば、次 の 点 につ い て 検 討 す る必 要 が あ る。 第 一 は 、
だ れ が どの よ うな 目的 で利 用 し、 だ れ に提 供 す る情 報 な の か とい う点 で あ る。 第 二 は、 この よ う
な立 場 か らの、 どの よ うな機 能 を持 つ 評 価 な のか とい う点 で あ る。 第 三 は、 児 童 生 徒 が 冷 静 か つ
慎 重 に評 価 を受 け止 め る こ との で きる発 達 段 階 に達 して い る のか とい う点 で あ る。
2教 育 記 録 の 機 能
(1)指 導 要録
措指導 要 録 は、 校 長 が 作 成 し、 児 童 生 徒 が 進 学 あ る い は 転 学 した 場 合 に そ の 抄 本 ま た は写 し
を進 学 先 ・転 学 先 の 校 長 に 送 付 し な け れ ば な らな い 文 書 で あ る12。 ま た 、 児 童 生 徒 の 学 籍 と
指 導 の 過 程 や 結 果 の 要 約 を記 録 し、 指 導 や 外 部 に 対 す る 証 明 に 役 立 た せ る た め の 原 簿 で あ
る13。 指 導 要 録 は さ らに 「学 籍 に 関す る 記 録 」 と 「指 導 に関 す る記 録 」 に分 け られ、 後 者 に は、
学 習 につ い て の 評価 、特 別 活動 に つ い て の事 実 お よび 評価 、 行 動 ・性 格 に つ い て の評 価 、 標 準 検
査 の 結 果 お よび 分析 な どが 記 載 さ れ て い る 。 な お 、 指 導 要録 の様 式 な どは 、学 習指 導 要 領 に基 づ
い て 各都 道 府 県 の 教 育 委 員 会 が 決 め る こ とに な っ て お り14、 学 習 指 導 要 領 の改 訂 に伴 っ て項 目名
や 表 記 法 な どが変 わ る こ とが あ る。 指 導 要 録 そ の もの は指 導 に 関 す る文 書 で あ るが 、 各 項 目に は
事 実 に 関 す る情 報 と評 価 に 関す る情 報 が 記 載 さ れ て い る。 前 者 は、 生 徒 を観 察 した り生 徒 と意 思
疎 通 を 図 っ た りす る こ とを通 して得 られ る もの で あ る。 後 者 は、 測 定 や 観 察 な どを通 して 認 識 し
た 能力 や 性 格 な どを、 あ る観 点 と尺 度 に従 っ て 数値 化 、 記 号 化 あ る い は 文 章化 した も の で あ る。
10例えば
、西宮市個人情報保護条例では、「第13条 第2項 第3号 開示することにより、公正かつ適切な行政執行の妨














評 価 に 関 す る情 報 に は 、教 員 が 生徒 の 指 導 に役 立 て るべ き も の もあ れ ば15、 児 童 生徒 に口頭 あ る
い は 文書 に よっ て フ ィ ー ドバ ックす べ きも の もあ る。 在 学 児 童 生 徒 や 卒 業 生 につ い て は、 記 載 内
容 の性 質 、発 達 段 階や 在 学 関係 を考 慮 して不 開示 事 由該 当性 を判 断す べ きで あ る。 保 護 者 につ い
て は 、 記載 内容 の正 確 さや 適 切 さ を確 保 す る こ とに よ り、 子 が適 切 な指 導 を受 け られ る よ う にす
る た め 、教 員 の説 明 を伴 わせ て 開示 請 求 に応 じるべ きで あ る。
(2)調 査 書
調 査 書 は 、 中 学校 卒 業後 に 高校 な どに 進 学 し よ う とす る 生徒 が い る場 合 、 中学 校 の校 長 が そ の
生 徒 の 進 学 し よ う とす る学 校 の校 長 に送 付 しな け れ ば な らな い 文 書 で あ る16。 ま た、 高 校 入 試 で
は、 学 力 検 査 の 成 績 と と も に入 学 者 の選 抜 の 資料 と され る 文 書 で あ る17。 調 査 書 の様 式 は、 各 都
道 府 県 の 教 育 委 員 会 が 、毎 年 「高 等 学 校 入 学 者 選 抜 方 針 」や 「高 等 学 校 入 学 者 選 抜 実 施 要 項 」に よっ
て 決 定 す る18。 調 査 書 には 、 学 習 につ い て の評 価 、 行 動 ・性 格 に つ い て の評 価 、 特 別 活 動 に つ い
て の事 実 お よ び評 価 な どが 記 載 され て い る。 調 査 書 そ の もの は選 考 に関 す る文 書 で あ る が 、各 項
目 に は基 本 的 に指 導 要 録 の 記 載 内 容 に基 づ い て 事 実 に 関す る情 報 と評 価 に関 す る情 報 が 記 載 され
て い る。 指 導 要 録 と異 な り、 調 査 書 は生 徒 の卒 業 時 に作 成 さ れ る も ので あ り、 そ こ に記 載 され る
評 価 は高 校 が 選 考 のみ に利 用 す る も の で あ るか ら、 生 徒 ・保 護 者 と教 員 の 関係 に影 響 を与 え る こ
とは あ ま りな い19。 む しろ、 入 試 の前 に調 査 書 の 記 載 内 容 を知 って い る受 験 生 と知 ら ない 受 験 生
が い る こ との ほ うが 問 題 で あ る20。 公 平 な 入 試 を受 け られ る よ う にす る ため 、 出 願 前 な ら ば調 査
書 開 示 制 度 を設 け て 一 斉 に実 施 す るべ きで あ る21。 制 度 が ない 場 合 は、 請 求 時 点 が 合 否 発 表 前 な
















































































価あるいは児童の人物評価 といい得 る評価等が、開示 されることを予定せず、したがって、 こう
した評価等を本人又は保護者に伝 える場合の配慮等もなされずに、マイナス面についてありのま
まに記載されることが予定されているのであ」 り、「通知表の記載 と指導要録の記載が必ず しも
一致 しない」から、開示すれば、生徒 ・保護者との信頼関係が失われた り、指導要録の記載内容
が形骸化 した りするおそれがあると述べた。
(2)検 討













の子供 に対するマイナス面の評価 を冷静かつ率直に受け止めることは必ず しも容易なことではな
く、マイナス面の評価 自体から感情的な反発や誤解 を招 くことが少なからずあるであろうこと」























実体に対 して疑問の生 じる可能性がある。 しかし、個人情報保護条例の訂正請求規定に基づいて
教員による学力 ・行動の認識行為や評価の形成行為を審査することはできない24。そもそも指導
要録には、教員が学校において認識した児童生徒の学力 ・行動から評価を形成 して記載すべ きで




















指導要録 ・調査書の開示によって児童生徒 ・保護者 との関係に影響を与えないようにするため
に、教員は児童生徒の改善点 ・課題 を記載 しなくなり、その結果、指導や選考に役立てられない
文書になるおそれがある。 しかし、教員が評価 を正確かつ適切に記載 しないのであれば、それ自
体が教員の職責にかかわる問題である。また、評価行為は指導行為 と一体的な営みであるから、




内容 が 記 載 され るべ きで あ る。 なお 通 知 表 は、 保 護 者 へ 児 童 生 徒 にか か わ る事 実 や 評 価 を伝 達 す
るた め の 文 書 で あ り、 指 導 要 録 と機 能 が 異 な るた め 、 指 導 要 録 と通 知 表 の 記 載 内 容 が 異 な るの は
当 然 で あ る25。
4「 指 導 要 録 形 骸 化 観 念 」 論 批 判
(1)裁判例
東 京 地 方 裁 判 所 は東 久 留 米 市 事 件 で、 小 学 校 児 童 指 導 要 録 に つ い て 、 「川 崎 市教 育 委 員 会 に対
して 、 原 告 が 、 指 導 要 録 の 開 示 に よる 逆 恨 み や 嫌 が らせ な ど の異 常 な事 態 の 発 生 等 に 関 す る報
告 の 有 無 につ い て 照 会 を行 っ た と こ ろ、 … ・川 崎 市 教 育 委 員 会 か ら各 学 校 長 か らの 報 告 は な い
旨 の 回答 を得 た ・… 。 しか しなが ら、 右 回答 は、 指 導 要録 の全 面 開 示 を行 うよ うに な っ て か ら、
比 較 的 短 い 期 間内 にお い て、 学 校 長 か ら教 育 委 員 会 に対 す る逆 恨 み や 嫌 が らせ 等 に 関す る報 告 事
案 が ない とい う もの で あ るか ら、 これ を も って 、 指 導 要録 の 公 開 に よ る弊 害 が お よそ 生 じない も
の とい う こ とは で き ない 」 と述べ た 。東 京 高 等 裁判 所 は大 田 区事 件 で 、小 学校 児 童 指 導 要 録 につ
い て 、 「確 か に 、 右 の よ うな お そ れ は 、児 童 に対 して よ り一 層 継 続 的 か つ 適 切 な指 導 教 育 を す る
とい う事 柄 の性 質上 、 に わ か に 表面 化 す る こ とが 少 な く、 具 体 的 な事 実 を持 っ て把 握 す る こ とが
困難 で あ る と推 認 され る が、 そ の故 を もっ て、 右 のお そ れが な い とい う こ と もそ れ が単 に教 育 委
員 会 な い し現 場 の教 師 の観 念 的 な主 張 にす ぎない とい う こ と もで きな い」 と述 べ た。
(2)検 討
指 導 要 録 ・調 査 書 の 開示 を実 施 した 自治 体 にお い て 、 弊 害 発 生 の 事 例 が 報 告 され て い ない よ う
で あ るが 、 今 後 も弊 害 発 生 の お そ れ が ない とは 言 い 切 れ ない 。 しか し、 そ の よ う な論 拠 で は、 プ
ライ ヴ ァ シー 保 護 や 学 習 権 保 障 か らの 開 示 の 主 張 に 対抗 す る こ とは で き ない 。 不 開 示 にす べ き記
載 項 目 ・内 容 が あ るな らば 、 教 育 記 録 の 機 能 や教 育 評価 の性 質 を踏 ま えて 不 開 示 を主 張 す べ きで
あ る 。
5主 観 的 要素 が 入 り、 事実 と して検 証 で き な い
(1)裁判例
東 京 地 方 裁 判 所 は大 田 区事 件 で 、 「主 観 的 評 価 を含 め た評 価 の 記 載 が 求 め られ るの は、 主 観 的








平成3年 版では、「指導に関する記録」について記載内容を精選して保存期間を5年 に縮めた。なお、平成13年 版で
は、相対評価を廃止 して目標準拠評価を完全に導入 したため、「二重帳簿」問題は解消された。田中編 ・前掲注22(川
地亜弥子執筆)206頁 。
がその責任 を自覚 し専門的知識、訓練等に基づ き、全人格的判断によって行 うべきものであり、
正にそのようなものとして記載が求められているのであって、児童本人や保護者との議論によっ

























































載内容が形骸化 したり、生徒 ・保護者 との信頼関係が失われた りするおそれはないと述べた。大
阪高等裁判所は西宮市事件で、小学校児童指導要録、中学校生徒指導要録および高校入試調査書




















習状況」欄および 「評定」欄の記載内容について、「学習の到達段階を示 したものであ り、評定
者 自身の主観的判断が介入する余地は減少 してお り、その記載内容 も日常的学習の結果に基づ く
ものであって、評価者の観察力、洞察力、理解力の差異に基づ く主観的判断の影響 も減少 してい
る」こと、「原告は、既に小学校の課程を修了 しており、知的障害を有することから、親権者 ら




















3段 階から5段 階という比較的大きな幅のある分類 をして、記号ない し数字が記載されているに
す ぎず、それ以上に個別具体的な評価、判断内容が判明し得るものではな」 く、また、「標準検
査の記録」欄の記載内容について、「実施 した検査の結果等客観的な事実のみが記載されている」












4検 査 結 果 は 、指 数 、偏 差 値 、 百 分 段 階点 等 の 一 般 的 な表 示
(1)裁判例
神 戸 地 方 裁判 所 は西 宮 市 事 件 で、 小 学 校 児 童 指 導 要録 お よび 中 学校 生徒 指 導 要録 の 「標 準 検 査
の 記 録 」 欄 の記 載 内 容 に つ い て 、 「標 準 化 され た知 能検 査 等 で、 妥 当性 、信 頼 性 の 高 い もの を正
28下村哲夫は
、「すでに開示を控えて、指導要録や内申書の 「模範文例集」が数多 く刊行され、毒にも薬にもならない 「名









確に実施 した場合に記入するが、必ず しも実施 したすべての標準検査の結果を記入する必要はな
く、生徒の理解、また教育上重要な資料であるもののみを記入することとされている。そ して、
検査結果は、指数、偏差値、百分段階点等の一般的な表示で記入」されるか ら、開示しても、指








括的評価 として一人歩きし、意欲 を失った り自信過剰 になった りするおそれがあるから、発達途
上の児童生徒 にフィー ドバックするのは適切ではない30。
おわりに
本稿では、指導要録 ・調査書の不開示処分の取 り消 しをめぐる裁判の判決文を素材に、開示積





改善点 ・課題を本人 ・保護者にフィー ドバックすることなくありのままに記載することには躊躇
がないという矛盾を孕んでいる。つまり、プライヴァシーの権利や教育を受ける権利、教育評価
の性質の観点を捨象 し、開示による教員の不利益に固執したのである。したがつて、教育委員会
の側が不開示を主張する際には、指導要録 ・調査書の機能や教育評価の性質を踏まえ、その評価
を開示 しないことが適切な指導や公正な入試を受ける機会の保障につながるという形で論拠を挙
げる必要がある。
開示積極説の論拠にも、以下の問題点がある。第一に、児童生徒が開示を望んでいることを理
由に、開示により児童生徒の心身に影響を与えるおそれが考慮されていない。第二に、評価のよ
うな主観的な作用の伴う記載内容についても証拠 ・資料によってその正確 さが証明できると考え
30市川須美子は、「特別の負担を課して得られた検査結果」であるから、保護者や児童生徒に説明を補って結果を知らせ
るべきであると述べる(前掲注3256頁)。 それに対し、内野正幸は、「教師がどんなに「説明」を尽くしても、結果
を通知された側にもたらされる印象や影響は予想しがたいものになるおそれがあろう」と述べる(前掲注2462頁)。
てお り、また、客観的な事実の記載や数値による記載 もその正確さを説明するのが容易であると
考えている。つまり、必ず しも、指導要録 ・調査書の機能や教育評価の性質を踏まえた上で開示
請求がなされたのではないのである。 したがって、個人情報保護条例に基づいて指導要録 ・調査
書の記載内容をそのまま児童生徒 ・保護者に開示するという方法では、教育を受ける機会の保障
につながらない可能性があることに留意すべ きである。
(研究紀要編集部は、編集発行規程第5条 に基づき、本原稿の査読を論文審査委員会に依頼し、本原稿を
本誌に掲載可とする判定を受理する、2008年10月17日 付)。
